
株 主 各 位 

第 100 回定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項 

連 結 注 記 表 

個 別 注 記 表

(平成 28 年４月１日から平成 29 年３月 31 日まで) 

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第 16 条の規定

に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.gunei-chemical.co.jp)

に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。 



連結注記表 

［継続企業の前提に関する注記］ 

  該当事項はありません。 

［連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］ 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数       ４社 

連結子会社の名称 

 Thai GCI Resitop Company Limited、株式会社ビッグトレーディング、India GCI Resitop 
Private Limited、東北ユーロイド工業株式会社 

非連結子会社の名称 

  KYNOL EUROPA GmbH 
連結の範囲から除いた理由 

 小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した関連会社の数 １社 

会社等の名称 

  ユニプラ株式会社 

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称 

  KYNOL EUROPA GmbH、群栄興産株式会社 

持分法を適用していない理由 

いずれも小規模会社であり、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないためであります。 

３．会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② デリバティブ取引により生じる正味の債務の評価基準及び評価方法

時価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として月別総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社については、以下の方法によっております。

建物（建物附属設備は除く） 

ａ 平成 19年３月 31日以前に取得したもの  旧定額法 

ｂ 平成 19年４月 １日以降に取得したもの  定額法 

  建物附属設備及び構築物 

ａ 平成 19年３月 31日以前に取得したもの  旧定率法 

  ｂ 平成 19年４月１日以降から平成 28年３月 31日以前に取得したもの  定率法 

  ｃ 平成 28年４月１日以降に取得したもの   定額法 

建物、建物附属設備及び構築物以外 

ａ 平成 19年３月 31日以前に取得したもの  旧定率法 

ｂ 平成 19年４月 １日以降に取得したもの  定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

また、平成 19 年３月 31 日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

在外連結子会社については、主として見積り耐用年数による定額法によっております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、主として社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法（定額法）によっております。

なお、主なリース期間は５年です。

（３）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 環境対策引当金

ＰＣＢ使用電気機器の処理支出に備えるため、処理見込額を計上しております。

④ 固定資産撤去引当金

固定資産の撤去支出に備えるため、処理見込額を計上しております。

（４）その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

① 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち Thai GCI Resitop Company Limitedの決算日は 12月 31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
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② ヘッジ会計の処理

（ヘッジ会計の方法） 

通貨スワップ取引については、振当処理の要件を満たしているため、振当処理を採用してお

ります。金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用し

ており、それ以外のものについては、繰延ヘッジ処理によっております。 

（ヘッジ手段とヘッジ対象） 

   ヘッジ手段・・・通貨スワップ 

   ヘッジ対象・・・外貨建借入金 

   ヘッジ手段・・・金利スワップ 

   ヘッジ対象・・・借入金の利息 

（ヘッジ方針） 

   外貨建借入金の為替相場の変動リスクを回避する目的で通貨スワップ取引を行っており、借

入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。 

（ヘッジ有効性評価の方法） 

通貨スワップについては、ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一で

あり、かつ、変動相場を相殺するものと想定できるため、有効性の評価を省略しております。

金利スワップについては、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の累計を比較して有効性の評価を行っております。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

③ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内

の一定の年数（５年）により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。 

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利

益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

（追加情報） 

 当社は、平成 29 年３月１日付けでの複数事業主制度の厚生年金基金（東日本プラスチック工業

厚生年金基金）の解散に伴い退職給付制度の改定を行っております。この改定に伴う影響額は特別

損失（退職給付引当金繰入額）として、414百万円計上しております。 

④ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。 

⑤ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象

外消費税及び地方消費税は発生年度の期間費用としております。 
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［会計方針の変更に関する注記］ 

 法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28 年４月１日以後

に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 なお、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響は軽微でありま

す。 

［追加情報］ 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年３月

28日）を当連結会計年度から適用しております。 

［連結貸借対照表に関する注記］ 

有形固定資産の減価償却累計額  44,623百万円 

なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 

［連結株主資本等変動計算書に関する注記］ 

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数 

   普通株式          8,998,308株 

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

（１）配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 

平成 28 年６月 28 日 
定時株主総会 普通株式 212 3.00 平成 28 年３月 31 日 平成 28 年６月 29 日 

平成 28年 10月 18日 
取締役会 普通株式 277 4.00 平成 28 年９月 30 日 平成 28 年 12 月６日 

計 490 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

   平成 29 年６月 23 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案しております。 

① 配当金総額  277百万円 

② １株当たり配当額  40円 00銭 

③ 基準日   平成 29年３月 31日 

④ 効力発生日   平成 29年６月 26日 

   なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

（注）当社は、平成 28年 10月１日付で普通株式 10株につき１株の割合で株式併合を行いました。 
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［金融商品に関する注記］ 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

 

（１）金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、各事業を行うための設備投資計画に照らして、銀行借入を主として必要な資金を

調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、デリバティブ取引は、外貨建借

入金の為替変動リスク及び借入金の金利変動リスクを回避するために利用しております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建ての

営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。 

 有価証券及び投資有価証券は、主に債券及び取引先企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。 

 営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。 

 借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目

的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年後であります。 

デリバティブ取引は、外貨建借入金の為替相場の変動リスクのヘッジを目的とした通貨スワップ取引、

借入金の金利変動リスクのヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関

するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法については、前述の連結計算書

類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「３．会計方針に関する事項（４）その他連

結計算書類の作成のための重要な事項②ヘッジ会計の処理」をご覧ください。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、営業債権及び長期貸付金について、各事業部門が主要な取引先の状況を適宜モニタリン

グし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、同様の管理を行っております。 

 満期保有目的の債券及びその他有価証券における債券は、余剰資金運用基準に従い、格付の高い

債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。 

 当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照

表価額により表わされています。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、有価証券及び投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

等を把握し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

外貨建借入金の為替相場の変動リスクをヘッジする目的で通貨スワップ取引を行っております。ま

た、借入金に係る支払利息の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社は、各部署からの報告に基づき財務担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新し、手許流動

性を一定の水準に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

  平成 29 年３月 31 日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表

には含めておりません（（注２）を参照ください。）。 

（単位：百万円）   

 連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（１）現金及び預金 9,758 9,758 ─ 

（２）受取手形及び売掛金 6,857 6,857 ─ 

（３）有価証券及び投資有価証券    

  ① 満期保有目的の債券 1,900 1,910 10 

  ② その他有価証券 8,593 8,593 ─ 

資産 計 27,108 27,119 10 

（１） 買掛金 3,103 3,103 ─ 

（２） １年内に返済する長期借入金 654 654 ─ 

（３） 長期借入金 1,650 1,633 △16 

負債 計 5,408 5,392 △16 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

（１）現金及び預金及び（２）受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

（３）有価証券及び投資有価証券 

  これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価

格によっております。 

  また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。 

① 満期保有目的の債券における種類ごとの連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次の

とおりであります。なお、当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。 

（単位：百万円）   

区分 
連結決算日における 

連結貸借対照表計上額 

連結決算日に 

おける時価 
差額 

時価が連結貸借対照表計上額を 

超えるもの 
800 817 17 

時価が連結貸借対照表計上額を 

超えないもの 
1,100 1,092 △7 

合計 1,900 1,910 10 
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② その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は 102 百万円であり、売却益の合計額は 0 百万円で

あります。その他有価証券における種類ごとの取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：百万円）   

区分 取得原価 
連結決算日における 

連結貸借対照表計上額 
差額 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
   

 株式 2,128 4,112 1,983 

 債券 2,590 2,622 31 

小計 4,718 6,734 2,015 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 
   

 株式 12 12 △0 

 債券 1,555 1,547 △8 

 その他 299 299 △0 

小計 1,867 1,859 △8 

合計 6,586 8,593 2,006 

 

負 債 

（１）買掛金 

  買掛金については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。 

 

（２）１年内に返済する長期借入金及び（３）長期借入金 

  １年内に返済する長期借入金及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を新規に同様の借

入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。なお、１年内に返

済する長期借入金については、残存期間が１年未満であり、時価が帳簿価額にほぼ等しいことから当

該帳簿価額によっております。 

 

デリバティブ取引 

為替予約の振当処理については、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

金利スワップについては、取引先金融機関から提示された時価に基づき、繰延ヘッジ処理を行っており

ます。なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

                     （単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

 非上場株式 161 

 信託受益権等 1,000 

合計 1,161 

  これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、

「資産（３）② その他有価証券」には含めておりません。 
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（注３）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：百万円）   

 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

現金及び預金 9,758 ─ ─ ─ 

受取手形及び売掛金 6,857 ─ ─ ─ 

有価証券及び投資有価証券     

 満期保有目的の債券 ─ 1,700 200 ─ 

 その他有価証券のうち満期が

あるもの 
2,100 600 2,450 200 

合計 18,715 2,300 2,650 200 

 

 

［賃貸等不動産に関する注記］ 

 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

 当社では、群馬県その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸商業用地や賃貸住宅等

を所有しております。なお、賃貸住宅の一部については、当社従業員のための福利厚生施設（社宅）とし

て使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。 

 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

 これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上

額及び連結決算日における時価は以下のとおりであります。 

（単位：百万円）   

 連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価 

賃貸等不動産 1,294 2,386 

賃貸等不動産として使用される部分を

含む不動産 
288 308 

 （注）１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

であります。 

    ２ 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金

額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。 

 

 

［１株当たり情報に関する注記］ 

 

  １株当たり純資産額   5,655円 51銭 

  １株当たり当期純利益    266円 36銭 

（注）当社は、平成 28年 10月１日付で普通株式 10株につき１株の割合で株式併合を行いました。 

１株当たり情報の各金額は、当連結会計年度の期首に株式を併合したと仮定して算定しています。 
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［重要な後発事象に関する注記］ 

 

  該当事項はありません。 

 

 

 [その他の注記] 

 

過去の有価証券投資に対する民事提訴について 

当社は、オリンパス株式会社をめぐる、いわゆる一連の損失飛ばし事件において同社が出資する『株式

会社アルティス』、『株式会社ヒューマラボ』、『NEWS CHEF 株式会社』の株式の投資について、当社に対し

当該有価証券の勧誘を行った横尾宣政氏、羽田拓氏を被告として、損害賠償請求の民事訴訟を提起いたし

ました。 

 なお、横尾宣政氏については平成 24 年７月 11 日付で、羽田拓氏については平成 24 年 12 月４日付で、

それぞれ訴状を東京地方裁判所に提出し、現在、係争中であります。 

 

 

（注）各注記の記載金額は、全て百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 

[継続企業の前提に関する注記] 

 

  該当事項はありません。 

 

 

[重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

  ① 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

  ② 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

  ③ その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定） 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 

（２）デリバティブ取引により生じる正味の債務の評価基準及び評価方法 

    時価法 

 

（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

  ① 商品・製品・原材料・仕掛品 

月別総平均法 

  ② 貯蔵品 

最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

   建物（建物附属設備は除く） 

   ① 平成 19年３月 31日以前に取得したもの  旧定額法 

   ② 平成 19年４月１日以降に取得したもの   定額法 

   建物附属設備及び構築物 

   ① 平成 19年３月 31日以前に取得したもの  旧定率法 

   ② 平成 19年４月１日以降から平成 28年３月 31日以前に取得したもの  定率法 

   ③ 平成 28年４月１日以降に取得したもの   定額法 

   建物、建物附属設備及び構築物以外 

   ① 平成 19年３月 31日以前に取得したもの  旧定率法 

   ② 平成 19年４月１日以降に取得したもの   定率法 

   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

   また、平成 19年３月 31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 
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（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

 

（３）リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法（定額法） 

なお、主なリース期間は５年です。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数（５年）により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。 

・未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借

対照表と異なります。 

 

（追加情報） 

 平成 29年３月１日付けでの複数事業主制度の厚生年金基金（東日本プラスチック工業厚生

年金基金）の解散に伴い当社の退職給付制度の改定を行っております。この改定に伴う影響

額は特別損失（退職給付引当金繰入額）として、414百万円計上しております。 

 

（４）環境対策引当金 

ＰＣＢ使用電気機器の処理支出に備えるため、処理見込額を計上しております。 

 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 

（２）ヘッジ会計の処理 

（ヘッジ会計の方法） 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用して

おり、それ以外のものについては、繰延ヘッジ処理によっております。 
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 （ヘッジ手段とヘッジ対象） 

   ヘッジ手段・・・金利スワップ 

   ヘッジ対象・・・借入金の利息 

 （ヘッジ方針） 

   借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。 

 

 （ヘッジ有効性評価の方法） 

      金利スワップについては、ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計を比較して有効性の評価を行っております。ただし、特

例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

（３）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対

象外消費税及び地方消費税は発生年度の期間費用としております。 

 

 

[会計方針の変更に関する注記] 

 

  会計方針の変更については、連結注記表と同一であるため、記載を省略しております。 

 

 

[追加情報] 

 

  追加情報については、連結注記表と同一であるため、記載を省略しております。 

 

 

[表示方法の変更に関する注記] 

 

損益計算書 

前事業年度において区分掲記しておりました営業外費用の「為替差損」（前事業年度は 62百万

円）、「租税公課」（前事業年度は８百万円）及び特別利益の「投資有価証券売却益」（前事業年度

は 36百万円）については、金額が僅少となったため、当事業年度は「その他」に含めて表示し

ております。 

 

 

 [貸借対照表に関する注記] 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 40,816百万円 

  なお、減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。 

金銭債権 462百万円 

金銭債務 135百万円 

 

３．取締役等に対する金銭債務は次のとおりであります。 

金銭債務 216百万円 
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[損益計算書に関する注記] 

 

関係会社との取引高は次のとおりであります。 

営業取引による取引高  

 売上高 436百万円 

 仕入高 809百万円 

営業取引以外の取引高 147百万円 

 

 

[株主資本等変動計算書に関する注記] 

 

  当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 2,054,629株 

 

 

[税効果会計に関する注記] 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

減損損失否認額  584 百万円 

退職給付引当金否認額  476  

投資有価証券評価損否認額  155  

賞与引当金否認額  108  

関係会社評価損否認額  61  

未払事業税否認額  56  

未払役員退職慰労金否認額  50  

棚卸資産評価損否認額  24  

貸倒引当金繰入否認額  23  

会員権評価損否認額  21  

その他  63  

繰延税金資産小計  1,628  

評価性引当額  865  

繰延税金資産合計  763  

  繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金  477 百万円 

未収配当金益金不算入額  13  

その他  0  

繰延税金負債合計  491  

繰延税金資産の純額  271  
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 [関連当事者との取引に関する注記] 

 

  子会社及び関連会社等 

                                    （単位：百万円） 

種類 
会社等の

名称 

議決権等の 

所有(被所有)

割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引

金額 
科目 期末残高 

子会社 

Thai GCI 
Resitop 
Company 
Limited 

所有 

 直接 60.2% 

製造権、販売

権の許諾 

資金の援助 

役員の兼任 

ﾛｲﾔﾙﾃｨの受入

(注) 
155 売掛金 203 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

  （注）取引条件については、工場渡し価格に対し、料率を毎期交渉の上決定しております。 

 

 

[１株当たり情報に関する注記] 

 

  １株当たり純資産額    5,445円 78銭 

  １株当たり当期純利益   215円 78銭 

（注）当社は、平成 28年 10月１日付で普通株式 10株につき１株の割合で株式併合を行いました。 

   １株当たり情報の各金額は、当事業年度の期首に株式を併合したと仮定して算定していま

す。 

 

 

[重要な後発事象に関する注記] 

 

  該当事項はありません。 

 

 

 [その他の注記] 

 

過去の有価証券投資に対する民事提訴について 

 

当社は、オリンパス株式会社をめぐる、いわゆる一連の損失飛ばし事件において同社が出資する『株

式会社アルティス』、『株式会社ヒューマラボ』、『NEWS CHEF株式会社』の株式の投資について、当社

に対し当該有価証券の勧誘を行った横尾宣政氏、羽田拓氏を被告として、損害賠償請求の民事訴訟を

提起いたしました。 

 なお、横尾宣政氏については平成 24年７月 11日付で、羽田拓氏については平成 24年 12月４日付

で、それぞれ訴状を東京地方裁判所に提出し、現在、係争中であります。 

 

 

（注）各注記の記載金額は、全て百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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